
株式会社堀場アドバンスドテクノ

貸　　借　　対　　照　　表
            (２０２０年１２月３１日現在）

〔単位　千円〕

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

流   動   資   産     （ 8,379,672 ） 流   動   負   債 （ 3,402,094 ）

現 金 預 金 2,297,336 137

受 取 手 形 502,103 2,283,532

売 掛 金 2,393,907 735,874

電 子 記 録 債 権 1,197,455 80,224

商 品 及 び 製 品 709,307 21,823

仕 掛 品 476,012 28,900

原材料及び貯蔵品 696,624 112,000

そ の 他 106,924 139,601

固   定   資   産     （ 898,499 ） 固    定   負   債 （ 25,751 ）

有 形 固 定 資 産 （ 525,568 ） 25,751

建 物 77,573

構 築 物 43

機 械 及 び 装 置 32,935

車 両 運 搬 具 1,317

工具器具及び備品 192,986

土 地 219,231

建 設 仮 勘 定 1,480 3,427,846

無 形 固 定 資 産    （ 20,868 ）

ソ フ ト ウ ェ ア 20,868 株　　主　　資　　本 （ 5,803,588 ）

資      本      金 （ 250,000 ）

（ 352,062 ）

投 資 有 価 証 券 86,473 利  益  剰  余  金 （ 5,553,588 ）

繰 延 税 金 資 産 224,709 （ 92,570 ）

そ の 他 41,279 （ 5,461,018 ）

貸 倒 引 当 金 △ 400 5,461,018

うち 当 期純 利益 1,049,954

 評価・換算差額等 （ 46,736 ）

その他有価証券評価差額金 46,736

5,850,324

9,278,171 9,278,171

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

利 益 準 備 金

そ の 他

負 債 合 計

純　　　資　　　産　　 の　　　部

支 払 手 形

買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

前 受 金

賞 与 引 当 金

製 品 保 証 引 当 金

そ の 他



1.重要な会計方針
（1）

評価差額は全部資本直入法により処理しております。

（2）
（原価法は、収益性の低下による簿価切下げの方法を採用しております。）

原材料及び貯蔵品

（3） 固定資産の減価償却の方法

（リース資産を除く）

リース資産

（4）

（5）
外貨建金銭債権債務は、決算時の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

（6）

（7）

（8）

２.株主資本等変動計算書に関する注記
（1） 　　　　500,000株

３.その他の注記
（1） ・・・・・・・・・ 1,089,304千円

（2） ・・・・・・・・・・・・・・・   122,248千円

　
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

当該事業年度の末日における発行済株式の数 ・・・・・・・・・・・・・・・・

有形固定資産の減価償却累計額 

当期の減価償却実施額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借に係る方法
に準じた会計処理を採用しております。

消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。

連結納税制度の適用
当社及び国内HORIBAグループ連結会社は、連結納税制度を適用しております。

リース取引の処理方法

賞 与 引 当 金 ・・・・・・ 従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を
計上しております。

製 品 保 証 引 当 金 ・・・・・・ 製品保証費用の支出に備えるため、過去の実績額を基礎として当社所定の基準により計
上しているほか、個別に勘案した見積額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 ・・・・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しておりま
す。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(5
年）による定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計
処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算方法

・・・・・・ 受取手形、売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個々の回収可能性を検討
して、回収不能見込額を合わせて計上しております。

移動平均法による原価法

有形固定資産 定額法を採用しております。

無形固定資産 定額法を採用しております。

ソフトウェア(自社利用)については、社内における見込利用可能期間（5年）に基づいており
ます。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却方法については、リー
ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金

商品及び製品・仕掛品 総平均法による原価法

個 別 注 記 表

有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの ・・・・・・ 決算日の市場価格に基づく時価法

時価のないもの ・・・・・・ 総平均法による原価法

たな卸資産の評価基準および評価方法


